



Existence or nonexistence of the conspiracy 
related to the wantonness and recklessness 



















































































































































































































































































































































































































(16) 最判昭 24・2・8jflj集3著書2号 113頁。
(17) 注(4)参照。
(18) 注(13)参照。
(19) 松原芳博『刑法総論Jl(2013年)365頁。
(20) 注(13)参照。
(21) 注(1)参照。
(22) 松田俊哉「最高裁判所判例解説刑事篇平成 19年度.1(2011年)458頁。
(23) 注(22)の調査官解説459頁には， r例えば，暴力団組長Aが配下の組員Bに対
し， Ii対立する暴力団組長Cを痛め付けてこL、』と命じたところ， BがCを殺害
した場合， Aには日がCの殺害にまで及ぶことにつき，未必の故意しかなかっ
たとしても， AはCの殺人につき共謀共同正犯の責任を負うべきであろう」と
書かれているが，同様に「放意には，確定的故意に限らず，未必の故意も含まれ
るのであるから，共謀者に未必の故意が認められれば，共謀が認められるJとい
う趣旨であるとすれば，不十分であるというべきである。
(24) 札幌高判平 19・1・18刑集61巻8号802頁。
(25) 札幌地判平 18・3・15刑集61巻8号755頁。
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